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『R６－R８災害時における災害応急対策業務に関する協定』締結の公募

次のとおり協定締結を希望する関係者を公募します。

協定の締結を希望する者は、下記により技術資料を作成し提出をお願いします。

技術資料を提出した者の中から条件を満たす者と協定を締結することとします。

なお、本協定締結の公募は、工事発注ではありませんので、現場説明資料の送付及び入札は行

いません。

本協定の締結者は、関東地方整備局が実施する総合評価落札方式の競争入札において、企業の

信頼性・社会性で「地域への貢献（災害協定等）」の項目で加算評価されます。

また、当該協定に基づき契約し、災害応急対策業務（防災訓練を除く）を行うと「地域への貢献（災

害活動実績）」の項目に加算評価されます。

令和６年１月２４日

国土交通省関東地方整備局

長野国道事務所長 小澤知幸

記

１．協定の概要

（１）名称 R６－R８災害時における災害応急対策業務に関する協定

（２）目的 本協定は、国土交通省関東地方整備局長野国道事務所が管理または工事中の

施設等が地震・大雨・大雪等の異常な自然現象及び予測できない災害等の発生、ま

たは発生の恐れがある場合において、業務等を実施するにあたり、これに必要な建

設機械、資材、技術者及び労力について、双方がその確保及び動員の方法を定め、

被害の拡大防止と被災施設の早期復旧に資することを目的とする。

（３）内容 「道路構造物関連」及び「電気・機械設備関連」それぞれの分野で公募する。「道

路構造物関連」においては設定した協定実施区間毎に協定締結を行う。協定等資

料は以下のとおりとする。

・協定(案)（道路構造物関連） ： 別添資料①

・協定(案)（道路構造物関連(造園工事実績)） ： 別添資料②

・協定(案)（電気・機械設備関連） ： 別添資料③

・道路構造物関連協定実施区間及び区間図 ： 別添資料④

・技術資料（記入例） ： 別添資料⑤

（４）期間 令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで
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２．応募資格

【Ⅰ．道路構造物関連】

及び【Ⅱ．道路構造物関連（造園工事実績）】

（１） 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しない

者であること。

（２） 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）における令和５・６年度一般競争（指名競争）参加

資格業者のうち一般土木工事、維持修繕工事、アスファルト舗装工事または造園工事のいず

れかに認定されている者であること（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続

開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、関東地方整備局長（以下

「局長」という。）が別に定める手続きに基づく一般競争（指名競争）参加資格の再認定を受け

ていること。）。

（３） 会社更生法に基づき、更正手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基づ

き再生手続開始の申し立てがなされている者でないこと。

（４） 長野県内に建設業法に基づく本店、支店又は営業所を有すること。

（５） 平成２０年４月１日以降に、長野県内で元請けとして完成・引渡しが完了した道路工事にお

ける一般土木工事、維持修繕工事、アスファルト舗装工事または造園工事のいずれかで、受

注金額が５００万円以上の施工実績を有すること。（共同企業体構成員としての施工実績は、

出資比率が２０％以上の工事に限る。）

（６） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、

国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

【Ⅲ．電気・機械設備関連】

（１） 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当しない

者であること。

（２） 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）における令和５・６年度一般競争（指名競争）参加

資格業者のうち電気設備工事、機械設備工事、通信設備工事または受変電設備工事のいず

れかに認定されている者であること（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開

始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、関東地方整備局長（以下「局

長」という。）が別に定める手続きに基づく一般競争（指名競争）参加資格の再認定を受けてい

ること。）。

（３） 会社更生法に基づき、更正手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基づ

き再生手続開始の申し立てがなされている者でないこと。

（４） 長野県内に建設業法に基づく本店、支店又は営業所を有すること。

（５） 平成２０年４月１日以降に、長野県内で元請けとして完成・引渡しが完了した、電気設備工事、

機械設備工事、通信設備工事または受変電設備工事のいずれかで、受注金額が５００万円

以上の施工実績を有すること。（共同企業体構成員としての施工実績は、出資比率が２０％以

上の工事に限る。）

（６） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、

国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

３．技術資料の作成及び提出に関する事項

技術審査における審査項目は次のとおりとする。
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【Ⅰ．道路構造物関連】

及び【Ⅱ．道路構造物関連（造園工事実績）】

（１）災害応急対策に関する協定又は契約の締結状況（他の行政機関も含む）【様式１】

（２）協力要請時に確保可能な建設機械等の状況【様式２】

（３）協力要請時の人員配置及び参集場所状況【様式３】

（４）災害時における出動実績の状況

（地震や台風等の状況把握又は災害応急対策工事など） 【様式４】

（５） 上記２．【Ⅰ．道路構造物関連】 【Ⅱ．道路構造物関連（造園工事実績）】（５）における工事

の施工実績【様式５】

（６）協定締結希望区間と希望理由【様式６】

（７）区間図（技術資料補足図面）【様式９】

【Ⅲ．電気・機械設備関連】

（１）災害応急対策に関する協定又は契約の締結状況（他の行政機関も含む）【様式１】

（２）協力要請時の人員配置状況及び参集場所状況【様式７】

（３）災害時における出動実績の状況

（地震や台風等の状況把握又は災害応急対策工事など） 【様式４】

（４）上記２．【Ⅲ．電気・機械設備関連】（５）における工事の施工実績【様式５】

（５）業務対応できる設備状況【様式８】

４．技術資料の審査に関する事項

技術審査における審査項目は次のとおりとする。

【Ⅰ．道路構造物関連】

及び【Ⅱ．道路構造物関連（造園工事実績）】

審査項目 審査の着目点

１）災害応急対策に関 協定または契約の締結合計数と長野国道事務所への協力の優

する協定又は契約の 先順位を審査することとし、他機関からの協力要請と重複した場合

締結状況 における長野国道事務所への最優先協力を行うものを優位とす

【様式１】 る。

２）協力要請時に確保 建設機械の保有及び手配数量（自社→協力会社→長期リース

可能な建設機械等の →通常リース→資材提供協定）を審査することとし、災害時に必ず

状況 手配できる建設機械台数等の自社保有率が高いものを優位とす

【様式２】 る。

（参考）

・クレーン類：ﾎｲｰﾙｸﾚｰﾝ、ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ等

・運搬機械：ﾀﾞﾝﾌﾟ、ﾄﾗｯｸ、ﾄﾚｰﾗｰ、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ、給油車等

・掘削機械：ﾊﾞｯｸﾎｳ、ｼｮﾍﾞﾙ、ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ等

・除雪機械：ｸﾞﾚｰﾀﾞｰ、除雪ﾛｰﾀﾘｰ等
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３）協力要請時の人員 技術者、作業員、オペレーターの出動可能人数（自社、協力会社

配置及び参集場所状 含む）を審査することとし、出動可能人数の合計人数が多いものを

況 優位とする。

【様式３】

４）協力要請時の人員 災害時に出動可能な技術者の１級または２級土木施工管理技

配置及び参集場所状 士の資格保有技術者数を審査することとし、資格保有技術者数の

況 合計人数が多いものを優位とする。

【様式３】

５）災害時における出 平成２０年４月１日以降に災害協定または契約により出動した実

動実績の状況 績の有無を審査することとし、長野県内、長野県外の順に優位とす

【様式４】 る。

６）工事の施工実績 ① 平成２０年４月１日以降に長野県内で元請けとして完成・引渡

【様式５】 しが完了した一般土木工事、維持修繕工事、アスファルト舗装工

事または造園工事の施工実績の発注機関を審査することとし国

（特殊法人等を含む。）、長野県、長野県内市町村の順に優位と

する。

②工事実績が無い場合は協定を締結しない。

７）協定締結希望区間 ① 協定締結希望区間の希望理由を参考のうえ協定区間を選定

と希望理由 するものとする。なお、造園工事の施工実績にて応募する場合

【様式６】 は、希望区間を管理する出張所管理区間を協定区間とする。

② 選定されたものに１区間毎選定した後に、未選定区間がある

場合は、２区間目の選定を行うこととし、再選定することとする。

【Ⅲ．電気・機械設備関連】

審査項目 審査の着目点

１）災害応急対策に関 協定または契約の締結合計数と長野国道事務所への協力の優

する協定又は契約の 先順位を審査することとし、他機関からの協力要請と重複した場合

締結状況 における長野国道事務所への最優先協力を行うものを優位とす

【様式１】 る。

２）協力要請時の人員 技術者、作業員の出動可能人数（自社、協力会社含む）を審査
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配置及び参集場所状 することとし、出動可能人数の合計人数が多いものを優位とする。

況

【様式７】

３）災害時における出 平成２０年４月１日以降に災害協定または契約により出動した実

動実績の状況 績の有無を審査することとし、長野県内、長野県外の順に優位とす

【様式４】 る。

４）工事の施工実績 ① 平成２０年４月１日以降に長野県内で元請けとして完成・引渡

【様式５】 しが完了した電気設備工事、機械設備工事、通信設備工事また

は受変電設備工事の施工実績の発注機関を審査することとし、

国（特殊法人等を含む。）、長野県、長野県内市町村の順に優位

とする。

②工事実績が無い場合は協定を締結しない。

５）業務対応できる設 業務対応可能な設備状況を審査することとし、対応可能な対象

備状況 設備区分数が多いものを優位とする。

【様式８】

５．協定締結者の選定に関する事項

協定締結者の選定方法は次のとおりとする。

【Ⅰ．道路構造物関連】

及び【Ⅱ．道路構造物関連（造園工事実績）】

（１） 協定締結者の選定は、提出された技術資料を基に技術審査の各項目を総合的に判断し選

定する。なお、技術資料に欠落がある場合は選定の対象外とする。

（２）協定区間は、審査項目の７）協定締結希望区間と希望理由を参考のうえ決定する。

（３） 協定締結希望者がある区間に集中した場合は、審査項目の２）協力要請時に確保可能な建

設機械等の状況、ならびに、３）協力要請時の人員配置及び参集場所状況の内容を勘案して

第２希望等へ割り振るか、または近隣の協定締結希望者がいない協定区間へのを割り振りに

ついて協議を行う。なお、協議が不調となった場合は、協定締結はしないものとする。

（４） 協定締結希望者が予定する協定区間数に満たない場合は、予定する協定区間を変更、ま

たは審査項目の２）協力要請時に確保可能な建設機械等の状況、ならびに、３）協力要請時

の人員配置及び参集場所状況の内容を勘案し、複数区間を担当してもらう場合もある。

（５） 提出された技術資料についてヒアリングを行うことがある。その場合は別途連絡する。（令和

６年２月中旬頃を予定）

【Ⅲ．電気・機械設備関連】

（１） 協定締結者の選定は、提出された技術資料を基に技術審査の各項目を総合的に判断し選
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定する。なお、技術資料に欠落がある場合は選定の対象外とする。

（２） 電気・機械設備関連の協定締結者は、担当工区は設定せず、長野国道事務所管内全域を

対象とする。

（３） 提出された技術資料についてヒアリングを行うことがある。その場合は別途連絡する。（令和

６年２月下旬頃を予定）

６．手続等に関する事項

（１）担当部局

〒３８０－０９０２ 長野県長野市鶴賀字中堰１４５

国土交通省関東地方整備局 長野国道事務所 管理第二課

ＴＥＬ ０２６－２６４－７００８（管理第二課直通）

ＦＡＸ ０２６－２６４－７０４１（管理第二課直通）

（２）交付期間、場所及び方法

１）交付期間：

令和６年１月２４日（水）から令和６年２月１３日（火）まで。

２）交付場所及び方法：

長野国道事務所ホームページからダウンロードにより、資料一式を入手すること。

（https://www.ktr.mlit.go.jp/nagano/index.html）

（３） 技術資料の受付期間並びに提出場所及び方法

１）受付期間：

令和６年１月２４日（水）から令和６年２月１３日（火）までの土曜日、日曜日及び祝日

を除く毎日８時３０分から１７時１５分まで。

２）提出場所：

上記（１）に同じ。

３）提出方法：

持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。）による。

（４）応募者と協定締結区間に関する協議

令和６年３月中旬

（５） 協定締結者への通知

通知方法協定締結者へは郵送により選定通知書をもって通知する。（令和６年３月下旬発

送予定）

https://www.ktr.mlit.go.jp/nagano/index.html
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別添資料①

Ｒ６－Ｒ８災害時における災害応急対策業務に関する協定（案）

（道路構造物関連）

国土交通省関東地方整備局長野国道事務所長小澤知幸（以下「甲」という。）と○

○○○株式会社代表取締役○○○○（以下「乙」という。）とは、災害時における長

野国道事務所所管施設等の災害応急対策業務（以下「業務」という。）に関し、次の

とおり協定を締結する。

第１条 目的

この協定は、国土交通省関東地方整備局長野国道事務所が管理または工事中の

施設等（以下「所管施設」という。）が地震・大雨・大雪等の自然現象及び予測

できない災害等の発生、または発生の恐れがある場合において、業務を実施する

にあたり、これに必要な建設機械、資材、技術者及び労力について、双方がその

確保及び動員の方法を定め、被害の拡大防止と被災施設の早期復旧に資すること

を目的とする。

第２条 協力要請

甲は、長野国道事務所所管施設等に災害が発生し、または発生の恐れがある場

合において必要と認めるときは、乙に対し、業務の協力を要請することができる

ものとする。

２ 乙は、甲から協力要請があった場合は、これに協力するものとする。

第３条 業務内容

甲が乙に対し要請を行う業務の内容は、以下のとおりである。

①緊急点検（パトロール）

所管施設等に災害が発生し、または発生が予想される場合における損壊箇所

等被害の把握と報告を行う。

②緊急措置

道路利用者の安全確保を図るため、危険箇所にバリケードやロープ等の設置

および注意喚起、交通規制の措置を周知する案内板や標識等を設置する。

また、必要に応じて甲が保有する災害対策用建設機械等の運搬及び操作を行

うものとする。

③道路啓開

緊急車両の通行確保（原則として２車線確保とするが、被災状況によりやむ

を得ない場合は１車線確保とし必要に応じ誘導員を配置）を図るため、倒壊・

散乱している沿道建物や電柱等の障害物除去、段差発生箇所の路面及び橋梁部

の土嚢等による段差処理、路上放置車両の移動等を実施する。
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④応急復旧

被災施設の機能を確保するため、各被災箇所の状況に応じた応急復旧作業を

実施する。

⑤道路除雪

異常気象による豪雪時の道路除雪等を行い、通行確保を図る。

⑥防災訓練

災害発生時を想定した出動訓練、緊急点検（パトロール）及び甲乙間の情報

連絡訓練等を行うものとする。

第４条 業務の実施区間

業務の実施区間は、以下のとおりとする。

○○出張所管内 国道○号

○○ ～ ○○ L=○○．○ｋｍ

２ 災害の状況により、甲は乙に対し、上記で規定する区間以外についても業務を

要請することができるものとし、乙は原則としてこれに応じるものとする。

第５条 建設機械等の報告

乙は、あらかじめ業務の実施に必要な組織及び稼働可能な建設機械並びに使用

可能な資材、労力（以下「建設資機材等」という。）の数量等を把握し、書面に

より甲へ報告するものとする。

２ 前項の建設資機材等に著しい変動があった場合又は、甲の要請があった場合は、

保有状況を速やかに甲へ書面により報告するものとする。

３ 甲は、甲の保有する建設資機材等について、あらかじめ乙に書面により通知す

るものとする。

第６条 建設資機材等の提供

甲及び乙は、それぞれから要請があった場合は、特別な理由がないかぎり、相

互に建設資機材等を提供するものとする。

第７条 業務の出動要請

甲は乙に対し第２条に基づき業務を出動要請する場合は、以下のとおりとする。

①甲は乙に対し業務の出動要請する場合は書面又は電話等の方法によるもの

とする。

②気象庁震度計において震度６弱以上の震度を観測した場合、又は気象庁に

よる震度情報の発表を確認した場合は、甲からの要請があったものとみな

して、乙は出動するものとする。

③甲乙相互の通信連絡が不能で、乙が被害状況を把握している場合は、甲か

らの要請があったものとみなして、乙の判断で出動するものとする。
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④乙は、出動した場合、速やかに現場責任者を定め、甲に氏名・連絡先を報

告するものとする。

第８条 契約の締結

甲は、第７条に基づき、乙に出動要請したときは、遅滞なく随意契約を締結す

るものとする。

２ 乙は、契約締結にあたっては、法定外の労災保険に付さなければならないもの

とする。

第９条 協定の解約

甲もしくは乙において、協定を継続できない事情等が発生したときは、甲乙協

議のうえ協定を解約できるものとする。

２ 乙において取引停止の事実や不渡りの事実や情報、会社更生法・民事再生法の

申請等があった場合、甲は書面による通告をもって本協定を解除することが出来

る。

第１０条 業務の指示

業務の直接の指示は、当該業務実施区間を担当する出張所長（以下「出張所長」

という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。ただし、第７条に

よる甲の出動要請が不可能な場合は乙の判断により業務を行うことができるもの

とする。

２ 前項の乙の判断により業務を行った場合においては、その内容を遅滞なく甲に

報告するものとする。

第１１条 業務の実施報告

乙は、第７条に基づく出動要請があった場合は、直ちに出動し業務を実施する

ものとする。

２ 乙の現場責任者は、出動後遅滞なく作業時間・体制及び使用建設資機材等を出

張所長に書面により報告するものとする。

３ 緊急点検（パトロール）については、甲の指定する日報様式（ルート及び時刻、

また徒歩等で実施した場合はその旨を明記）に記載し、出張所長に提出するもの

とする。

第１２条 業務の完了

乙は業務が完了したときは、直ちに出張所長へ書面により報告するものとする。

第１３条 費用の請求

乙は業務の完了後、当該業務に要した費用を第８条により締結した契約に基づ

き甲に請求するものとする。
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第１４条 費用の支払

甲は第８条のにより締結した契約に基づき請求の提出を受けたときは、内容を

精査し第８条に基づき支払うものとする。

第１５条 第三者に及ぼした損害

業務の実施において、第三者に損害を及ぼした場合、乙がその損害を賠償しな

ければならないものとする。ただし、その損害の内、甲の責に帰すべき事由によ

り生じたものについては、甲が負担するものとする。

２ 甲、乙双方の責に帰すべからずものにより、第三者に損害を及ぼしたとき、又

は建設資機材等に損害が生じたときは、乙は、その事実の発生後遅滞なくその状

況を書面により甲に報告し、その処置について甲、乙協議して定めるものとする。

第１６条 訓練等への参加

乙は、甲が主催する訓練等に、甲からの参加要請があった場合は参加するもの

とする。

なお、参加に伴う費用は乙が負担するものとする。

第１７条 身分証明書の携帯

第３条③道路啓開にあたり、災害対策基本法に基づく対応を行う場合は甲が発

行する身分証明書を携帯し、必要に応じ提示するものとする。

第１８条 緊急車両事前確認の申出

本協定締結後、協定内容の実施にあたり、「緊急道路指定区間」への立ち入り

を考慮し、乙（私有車両除く）が保有している車両について可能な限り「緊急通

行車両として事前確認の申出」を行い標章及び証明書の交付を受けるものとする。

その交付を受けた場合は登録状況を甲に報告するものとする。

第１９条 有効期限

この協定の有効期限は、令和６年４月１日から令和９年３月３１日までとする。

ただし、甲・乙の協議により有効期限を変更することができる。

第２０条 その他

この協定に定めのない事項又は、疑義を生じた事項については、その都度甲、

乙協議して定めるものとする。

２ この協定に基づく防災訓練は、総合評価落札方式の地域への貢献度でいう災害

活動実績には認めないものとする。
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この協定の証として、本書２通を作成し甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。

令和６年３月 日

甲 国土交通省関東地方整備局

長野国道事務所長 小澤 知幸 印

乙 ○○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○ 印
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別添資料②

Ｒ６－Ｒ８災害時における災害応急対策業務に関する協定（案）

（道路構造物関連(造園工事実績)

国土交通省関東地方整備局長野国道事務所長小澤知幸（以下「甲」という。）と○

○○○株式会社代表取締役○○○○（以下「乙」という。）とは、災害時における長

野国道事務所所管施設等の災害応急対策業務（以下「業務」という。）に関し、次の

とおり協定を締結する。

第１条 目的

この協定は、国土交通省関東地方整備局長野国道事務所が管理または工事中の

施設等（以下「所管施設」という。）が地震・大雨・大雪等の自然現象及び予測

できない災害等の発生、または発生の恐れがある場合において、業務を実施する

にあたり、これに必要な建設機械、資材、技術者及び労力について、双方がその

確保及び動員の方法を定め、被害の拡大防止と被災施設の早期復旧に資すること

を目的とする。

第２条 協力要請

甲は、長野国道事務所所管施設等に災害が発生し、または発生の恐れがある場

合において必要と認めるときは、乙に対し、業務の協力を要請することができる

ものとする。

２ 乙は、甲から協力要請があった場合は、これに協力するものとする。

第３条 業務内容

甲が乙に対し要請を行う業務の内容は、以下のとおりである。

①緊急措置

道路利用者の安全確保を図るため、危険箇所にバリケードやロープ等の設置

および注意喚起、交通規制の措置を周知する案内板や標識等を設置する。

また、必要に応じて甲が保有する災害対策用建設機械等の運搬及び操作を行

うものとする。

②道路啓開

緊急車両の通行確保（原則として２車線確保とするが、被災状況によりやむ

を得ない場合は１車線確保とし必要に応じ誘導員を配置）を図るため、倒壊・

散乱している沿道建物や電柱等の障害物除去、段差発生箇所の路面及び橋梁部

の土嚢等による段差処理、路上放置車両の移動等を実施する。

③応急復旧

被災施設の機能を確保するため、各被災箇所の状況に応じた応急復旧作業を

実施する。
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④防災訓練

災害発生時を想定した出動訓練、緊急点検（パトロール）及び甲乙間の情報

連絡訓練等を行うものとする。

第４条 業務の実施区間

業務の実施区間は、長野国道事務所○○出張所管内とする。

２ 災害の状況により、甲は乙に対し、上記で規定する区間以外についても業務を

要請することができるものとし、乙は原則としてこれに応じるものとする。

第５条 建設機械等の報告

乙は、あらかじめ業務の実施に必要な組織及び稼働可能な建設機械並びに使用

可能な資材、労力（以下「建設資機材等」という。）の数量等を把握し、書面に

より甲へ報告するものとする。

２ 前項の建設資機材等に著しい変動があった場合又は、甲の要請があった場合は、

保有状況を速やかに甲へ書面により報告するものとする。

３ 甲は、甲の保有する建設資機材等について、あらかじめ乙に書面により通知す

るものとする。

第６条 建設資機材等の提供

甲及び乙は、それぞれから要請があった場合は、特別な理由がないかぎり、相

互に建設資機材等を提供するものとする。

第７条 業務の出動要請

甲は乙に対し第２条に基づき業務を出動要請する場合は、以下のとおりとする。

①甲は乙に対し業務の出動要請する場合は書面又は電話等の方法によるもの

とする。

②乙は、出動した場合、速やかに現場責任者を定め、甲に氏名・連絡先を報

告するものとする。

第８条 契約の締結

甲は、第７条に基づき、乙に出動要請したときは、遅滞なく随意契約を締結す

るものとする。

２ 乙は、契約締結にあたっては、法定外の労災保険に付さなければならないもの

とする。

第９条 協定の解約

甲もしくは乙において、協定を継続できない事情等が発生したときは、甲乙協

議のうえ協定を解約できるものとする。

２ 乙において取引停止の事実や不渡りの事実や情報、会社更生法・民事再生法の
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申請等があった場合、甲は書面による通告をもって本協定を解除することが出来

る。

第１０条 業務の指示

業務の直接の指示は、当該業務実施区間を担当する出張所長（以下「出張所長」

という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。

第１１条 業務の実施報告

乙は、第７条に基づく出動要請があった場合は、直ちに出動し業務を実施する

ものとする。

２ 乙の現場責任者は、出動後遅滞なく作業時間・体制及び使用建設資機材等を出

張所長に書面により報告するものとする。

第１２条 業務の完了

乙は業務が完了したときは、直ちに出張所長へ書面により報告するものとする。

第１３条 費用の請求

乙は業務の完了後、当該業務に要した費用を第８条により締結した契約に基づ

き甲に請求するものとする。

第１４条 費用の支払

甲は第８条により締結した契約に基づき請求の提出を受けたときは、内容を精

査し第８条に基づき支払うものとする。

第１５条 第三者に及ぼした損害

業務の実施において、第三者に損害を及ぼした場合、乙がその損害を賠償しな

ければならないものとする。ただし、その損害の内、甲の責に帰すべき事由によ

り生じたものについては、甲が負担するものとする。

２ 甲、乙双方の責に帰すべからずものにより、第三者に損害を及ぼしたとき、又

は建設資機材等に損害が生じたときは、乙は、その事実の発生後遅滞なくその状

況を書面により甲に報告し、その処置について甲、乙協議して定めるものとする。

第１６条 訓練等への参加

乙は、甲が主催する訓練等に、甲からの参加要請があった場合は参加するもの

とする。

なお、参加に伴う費用は乙が負担するものとする。

第１７条 身分証明書の携帯

第３条②道路啓開にあたり、災害対策基本法に基づく対応を行う場合は甲が発
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行する身分証明書を携帯し、必要に応じ提示するものとする。

第１８条 緊急車両事前確認の申出

本協定締結後、協定内容の実施にあたり、「緊急道路指定区間」への立ち入り

を考慮し、乙（私有車両除く）が保有している車両について可能な限り「緊急通

行車両として事前確認の申出」を行い標章及び証明書の交付を受けるものとする。

その交付を受けた場合は登録状況を甲に報告するものとする。

第１９条 有効期限

この協定の有効期限は、令和６年４月１日から令和９年３月３１日までとする。

ただし、甲・乙の協議により有効期限を変更することができる。

第２０条 その他

この協定に定めのない事項又は、疑義を生じた事項については、その都度甲、

乙協議して定めるものとする。

２ この協定に基づく防災訓練は、総合評価落札方式の地域への貢献度でいう災害

活動実績には認めないものとする。

この協定の証として、本書２通を作成し甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。

令和６年３月 日

甲 国土交通省関東地方整備局

長野国道事務所長 小澤 知幸 印

乙 ○○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○ 印
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別添資料③

Ｒ６－Ｒ８災害時における災害応急対策業務に関する協定（案）

（電気・機械設備関連）

国土交通省関東地方整備局長野国道事務所長小澤知幸（以下「甲」という。）と○

○○○株式会社代表取締役○○○○（以下「乙」という。）とは、災害時における長

野国道事務所所管施設等の災害応急対策業務（以下「業務」という。）に関し、次の

とおり協定を締結する。

第１条 目的

この協定は、国土交通省関東地方整備局長野国道事務所が管理または工事中の

施設等（以下「所管施設」という。）が地震・大雨・大雪等の自然現象及び予測

できない災害等の発生、または発生の恐れがある場合において、業務を実施する

にあたり、これに必要な建設機械、資材、技術者及び労力について、双方がその

確保及び動員の方法を定め、被害の拡大防止と被災施設の早期復旧に資すること

を目的とする。

第２条 協力要請

甲は、長野国道事務所所管施設等に災害が発生し、または発生の恐れがある場

合において必要と認めるときは、乙に対し、業務の協力を要請することができる

ものとする。

２ 乙は、甲から協力要請があった場合は、これに協力するものとする。

第３条 業務内容

甲が乙に対し要請を行う業務の内容は、以下のとおりである。

①緊急点検

所管施設等に災害が発生し、または発生が予想される場合における損壊箇所

等被害の把握と報告を行う。

②緊急措置

道路利用者の安全確保を図るため、危険箇所にバリケードやロープ等の設置

および注意喚起、交通規制の措置を周知する案内板や標識等を設置する。

また、必要に応じて甲が保有する災害対策用建設機械等の運搬及び操作を行

うものとする。

③応急復旧

被災施設の機能を確保するため、各被災箇所の状況に応じた応急復旧作業を

実施する。

④防災訓練

災害発生時を想定した出動訓練、緊急点検及び甲乙間の情報連絡訓練等を行
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うものとする。

第４条 業務の実施区間

業務の実施区間は、長野国道事務所管内とする。

２ 災害の状況により、甲は乙に対し、上記で規定する区間以外についても業務を

要請することができるものとし、乙は原則としてこれに応じるものとする。

第５条 業務の出動要請

甲は乙に対し第２条に基づき業務を出動要請する場合は、以下のとおりとする。

①甲は乙に対し業務の出動要請する場合は書面又は電話等の方法によるもの

とする。

②甲乙相互の通信連絡が不能で、乙が被害状況を把握している場合は、甲か

らの要請があったものとみなして、乙の判断で出動するものとする。

③乙は、出動した場合、速やかに現場責任者を定め、甲に氏名・連絡先を報

告するものとする。

第６条 契約の締結

甲は、第５条に基づき、乙に出動要請したときは、遅滞なく随意契約を締結す

るものとする。

２ 乙は、契約締結にあたっては、法定外の労災保険に付さなければならないもの

とする。

第７条 協定の解約

甲もしくは乙において、協定を継続できない事情等が発生したときは、甲乙協

議のうえ協定を解約できるものとする。

２ 乙において取引停止の事実や不渡りの事実や情報、会社更生法・民事再生法の

申請等があった場合、甲は書面による通告をもって本協定を解除することが出来

る。

第８条 業務の指示

業務の直接の指示は、当該業務実施区間を担当する出張所長（以下「出張所長」

という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。ただし、第５条に

よる甲の出動要請が不可能な場合は乙の判断により業務を行うことができるもの

とする。

２ 前項の乙の判断により業務を行った場合においては、その内容を遅滞なく甲に

報告するものとする。

第９条 業務の実施報告

乙は、第５条に基づく出動要請があった場合は、直ちに出動し業務を実施する
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ものとする。

２ 乙の現場責任者は、出動後遅滞なく作業時間・体制及び使用建設資機材等を出

張所長に書面により報告するものとする。

第１０条 業務の完了

乙は業務が完了したときは、直ちに出張所長へ書面により報告するものとする。

第１１条 費用の請求

乙は業務の完了後、当該業務に要した費用を第６条により締結した契約に基づ

き甲に請求するものとする。

第１２条 費用の支払

甲は第６条により締結した契約に基づき請求の提出を受けたときは、内容を精

査し第６条に基づき支払うものとする。

第１３条 第三者に及ぼした損害

業務の実施において、第三者に損害を及ぼした場合、乙がその損害を賠償しな

ければならないものとする。ただし、その損害の内、甲の責に帰すべき事由によ

り生じたものについては、甲が負担するものとする。

２ 甲、乙双方の責に帰すべからずものにより、第三者に損害を及ぼしたとき、又

は建設資機材等に損害が生じたときは、乙は、その事実の発生後遅滞なくその状

況を書面により甲に報告し、その処置について甲、乙協議して定めるものとする。

第１４条 訓練等への参加

乙は、甲が主催する訓練等に、甲からの参加要請があった場合は参加するもの

とする。

なお、参加に伴う費用は乙が負担するものとする。

第１５条 身分証明書の携帯

第３条③応急復旧にあたり、災害対策基本法に基づく対応を行う場合は甲が発

行する身分証明書を携帯し、必要に応じ提示するものとする。

第１６条 緊急車両事前確認の申出

本協定締結後、協定内容の実施にあたり、「緊急道路指定区間」への立ち入り

を考慮し、乙（私有車両除く）が保有している車両について可能な限り「緊急通

行車両として事前確認の申出」を行い標章及び証明書の交付を受けるものとする。

その交付を受けた場合は登録状況を甲に報告するものとする。

第１７条 有効期限
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この協定の有効期限は、令和６年４月１日から令和９年３月３１日までとする。

ただし、甲・乙の協議により有効期限を変更することができる。

第１８条 その他

この協定に定めのない事項又は、疑義を生じた事項については、その都度甲、

乙協議して定めるものとする。

２ この協定に基づく防災訓練は、総合評価落札方式の地域への貢献度でいう災害

活動実績には認めないものとする。

この協定の証として、本書２通を作成し甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。

令和６年３月 日

甲 国土交通省関東地方整備局

長野国道事務所長 小澤 知幸 印

乙 ○○○○株式会社

代表取締役 ○○ ○○ 印



別添資料④ (1/2)

①  小諸御影料金所 0.500  佐久南IC 7.800 7.3

②  佐久南IC 7.800  佐久臼田ＩＣ 15.500 7.7

③  佐久臼田ＩＣ 15.500  八千穂高原ＩＣ 22.400 6.9

④ （高崎河川国道管理境） 45.060 追分 53.540 8.4

⑤ 追分 53.540 平原 63.150 9.6

⑥ 平原 63.150 牧家 72.950 9.7

⑦ 牧家 72.950 大屋 79.980 7.0

⑧ 大屋 79.980 上塩尻東 89.200 9.1

⑨ 上塩尻東 89.200 （坂城町・千曲市境） 98.510 9.3

⑩ 上沖(上田BP) 81.800 小網(上田坂城BP) 94.100 12.3

（坂城町・千曲市境） 98.510 杭瀬下 105.950 7.4

八幡上町(坂城更埴BP) 104.050 治田小学校東(坂城更埴BP) 106.800 2.8

⑫ 杭瀬下 105.950 南長野運動公園 113.500 7.1

⑬ 南長野運動公園 113.500 西尾張部 122.900 9.4

西尾張部 122.900 柳原北 127.100 4.2

R19 中御所 266.710 西尾張部 271.120 4.4

⑭-2 （県道３７２号交差部） － 柳原北 127.100 2.3

⑮ 柳原北 127.100 浅野 135.050 8.0

⑯ 浅野 135.050 普光寺 142.870 7.8

⑰ 普光寺 142.870 古間 151.770 8.9

古間 151.770 （高田河川国道管理境） 159.380 7.1

（「道の駅しなの」前）(野尻BP) 154.640 信濃町I.C入口 155.340 0.7

㉔ （新山清路橋北） 226.060 （道の駅大岡） 235.800 9.6

㉕ （道の駅大岡） 235.800 奈津女橋 245.300 9.4

㉖ 奈津女橋 245.300 笹平トンネル西 254.900 9.5

㉗ 笹平トンネル西 254.900 中御所 266.710 11.4

㉘ 小松原トンネル西（長野南BP） 260.500 大塚南（長野南BP） 267.350 6.9

⑲ 高出 181.030 平田 190.100 9.1

⑳ 平田 190.100 平瀬口 198.200 8.1

㉑ 平瀬口 198.200 塔ノ原 207.940 9.7

㉒ 塔ノ原 207.940 （池沢トンネル北） 216.700 8.7

㉓ （池沢トンネル北） 216.700 （新山清路橋北） 226.060 7.1

㉙ （岡谷・塩尻市境） 213.300 高出 221.900 8.6

㉚ （甲府河川国道管理境） 172.820 富士見峠 181.700 8.9

㉛ 富士見峠 181.700 のぞみ大橋 189.800 8.1

㉜-1 のぞみ大橋 189.800 茅野 192.600 2.9

㉜-2 茅野 192.600 四賀南神戸 195.650 3.2

㉜-3 中河原北（諏訪BP） 193.400 飯島（諏訪BP） 196.600 3.2

㉝ 四賀南神戸 195.650 大社通り 204.600 9.0

大社通り 204.600 （岡谷・塩尻市境） 213.300 8.7

湖北トンネル南（下諏訪岡谷BP） 206.400  20号ﾊﾞｲﾊﾟｽ入口（下諏訪岡谷BP） 209.300 2.9

37 区間 合計km 302.3

１）長野東BP供用開始に伴い1区間追加、全３7区間

２）造園工事実績の協定区間は６出張所の６区間（松本国道出張所区間には、あづみの公園を含む）

３）電気・機械設備関連は管内１区間

R20
岡谷

9.3

㉞ 11.6

新町

R19

松本

15.8

⑱ 7.8

⑪

長野

10.1

⑭-1
10.9

交差点名（目標名）　　　　　（Kp） 交差点名（目標名）　　　　　（Kp）

中部
横断
自動
車道

E52

上田

R18

R18

「R６－R８災害時における災害応急対策業務に関する協定」区間設定

区間
管理
出張
所

路線
起点 終点 区間延長

（ｋｍ）
備考
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「Ｒ６－R８災害時における災害応急対策業務に関する協定」（道路構造物関連）実施区間

大 糸線

中央 ・線

中 央・ 線

中央 ・線

1 9

国 道

1 9

国 道

2 0

国 道

20

国道

1 9

国 道

中 央 自動 車道

長 野自 動車 道

長 野自 動車 道

長野 自動 車 道

諏 訪 湖

高 出 （ 交 ）

吉 田 北 （ 交 ）

渚 １丁 目 （ 交 ）

木 戸 （ 交 ）

矢 の 口 （ 交 ）

諏 訪 南 I.C 入 口 （ 交 ）

11

19 5

17

198

189

富 士 見 （ 交 ）

下 蔦 木 （ 交 ）

中 央自 動 車道

中 央 ・線

至 甲・

19 0 17

17

485

484

196

197

425

152

183

40

142

143

25 4

147

403

2 0

国 道

1 9 号 1 9 0 k p

1 9 号 2 0 0 k p

1 9 号 2 2 0 k p

松 ・ － １

松 ・ － ２

野 尻湖

上 信越 自動 車 道

長 野自 動 車道

上 信越 自 動車 道

1 9

国 道

1 9

国 道

1 8

国 道

1 8

国 道

18

国道

18

国 道

1 8

国 道

18

国道

上信 越自 動車 道

上信 越自 動 車道

1 8

国 道

18

国 道

1 8

国 道

1 8

国道

碓井軽井沢

小諸IC

東部湯の丸IC

坂城IC

更埴I C

諏訪IC

塩尻IC

塩尻北IC

松・IC

豊科I C

麻積IC

信濃町IC

豊田飯山IC

・坂長野東IC

長野IC

佐久北IC

43

80

8 1

4

143

77

7 9

信越 ・線

信 越・ 線

長野新幹

線

152

14 6

176

144

141

し なの 鉄道

南 軽 井 沢 （ 交 ）

ア サ ・ サ ン ラ イ ン 入 口 （ 交 ）

平 原 （ 交 ）

佐久IC

1 8 号 1 2 0 k p

1 9 号 2 3 0 k p

1 9 号 2 4 0 k p

1 9 号 2 5 0 k p

1 9 号 2 6 0 k p

上田菅平I C

信州中野IC

岡谷I C

諏訪南IC

西 原 （ 交 ）

常 田 （交 ）

大 屋 （ 交 ）

403

117

1 9

国 道

大 塚 （ 交 ）

西 尾 張 部 （ 交 ）

大 塚 南 （ 交 ）

杭 瀬 下 （ 交 ）

し なの 鉄 道

長野 新 幹線

406

40 6

117

403

37 2

新 町 － １

新 町 － ３

上 田 － １

上 田 － ２

上 田 － ３

上 田 － ６

上 田 － ７

長 野 － １

長 野 － １ ０

長 野 － １ １

上信 越自 動 車道

1 8 号 1 3 0 k p

1 8 号 1 5 0 k p

1 8 号 1 4 0 k p

1 8 号 8 0 k p

馬 瀬 口 （ 交 ）

1 8 号 5 0 k p

1 8 号 6 0 k p

大屋
牧家 平原 追分

1 8 号 1 0 0 k p

1 8 号 1 1 0 k p

1 8 号 9 0 kp

上 田 － ５

上塩尻東

上 田 － ４

1 8 号 7 0 k p

中 軽 井 沢 （ 交 ）

2 0 号 1 7 0 k p

長 野 － ４

長 野 － ５

長 野 － ７

長 野 － ３

長 野 － ６

長 野 － ８

長 野 － ９

長 野 － ２

中御所 西尾張部

上沖

上 塩 尻 東 （ 交 ）

道㉝
L=9.0km

松 ・ － ４

松 ・ － ３
松 ・ － ５

松 ・ － ６

2 0 号 1 8 0 k p

岡 谷 － ４

岡 谷 － ５

岡 谷 － ８

坂 室 ト ン ネ ル （ 交 ）

茅 野 （ 交 ）

四 賀 桑 原 （ 交 ）

元 町 （ 交 ）

岡 谷 － １

岡 谷 － ２

岡 谷 － ３

富 士 見 峠 （ 交 ）
岡 谷 － ６

岡 谷 － ７

2 0 号 1 9 0 k p

2 0 号 2 0 0 k p

大 社 通 り （ 交 ）

岡 谷 I .C（ 交 ）

岡 谷 － ９

2 0 号 2 1 0 k p

松 ・ － ７

2 0 号 2 2 0 k p

平田
平瀬口

平 瀬 口 （ 交 ）

1 9 号 2 1 0 k p

（新山清路橋北）

（道の駅 大岡前）

奈津女橋

笹平TN西

松本(出)

新 町 － ２

新 町 － ４

小

松

原

Ｔ

Ｎ

西

中部地整

飯田国道

注１．管内全域対象の設①（電気・機械設備）がある。

注２．造園工事施工実績にて応募する場合の協定区間は希望区間を管理する出張所管理区間全体。

注３．「あづみの公園」は、松本管内に含まれる。

新町

(出)

松本

(出)
岡谷(出)

長野(出)

上田(出)

長野

(出)
新町(出)

中

部

横

断

自

動

車

道

(出)

高崎河

川国道

北陸地整

高田河川国道

甲府河川国道

道㉜-1 

L=2.9k

m

道㉜-2 

L=3.2k

m

道㉛
L=8.1km

道㉚
L=8.9km

道㉜-3 

L=3.2km

(諏訪BP)

道㉞ L=2.9km

(下諏訪岡谷BP)

道⑱
L=0.7km

(野尻BP)

道㉘
L=6.9km

(長野南BP)

大

塚

南

道⑪
L=2.8km

(坂更BP)

106.800kp

104.050kp

治田小学校

東

八幡上

町

信濃町IC入口

道⑩
L=12.3km

(上田BP 上坂BP )

L=4.9km

(上坂BP)
L=7.4km

(上田BP)

（道の駅「しなの」

前）

155.340kp

154.640kp

飯島

中

河

原

北

大社通

り

高

出

湖北TN

南

20号BP入口

市境

小網 上塩尻東

（管理境）

151.770kp  古間

159.380

kp

142.870kp  普光寺

136.050kp  浅野

127.100kp  柳原北

122.900kp  西尾張部

113.500kp  南長野運動公園

105.950kp  杭瀬下

道⑱ L=7.1km

道⑰ L=8.9km

道⑯ L=7.8km

道⑮
L=8.0km

道⑭-1 L=4.2km

道⑬
L=9.4km

道⑫ L=7.1km

佐久中佐都IC

佐久臼田IC

佐久穂IC

八千穂高原IC

15.500k

p

22.400kp

道①

L=7.3k

m

道②

L=7.7k

m

道③

L=6.9k

m

道㉙
L=8.6km

道㉞

L=8.7km

道⑲
L=9.1k

m

道⑳
L=8.1k

m

（管理境）

道㉖
L=9.5km

道④

L=8.4km

235.800

kp

226.060kp

198.200

kp

207.940

kp

216.700kp

道⑤

L=9.6km

道⑪

L=7.4k

m
道⑨

L=9.3k

m

道⑥

L=9.7km

道⑦

L=7.0km

道⑧

L=9.1km

道㉗
L=11.4km

道⑭-1
L=4.4km

池沢TN北

平瀬口

塔ノ原

道㉕
L=9.4km

道㉔
L=9.6km

道㉓
L=7.1km

道㉒
L=8.7km

道㉑
L=9.7km

高出

道⑭-2
L=2.3km

(長野東BP)

127.100kp  柳原北

（県道３７２号交差部）

県道５８



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

技術資料表紙（赤字の記入例を消去して黒字で記入下さい。） （用紙Ａ４）

令和６年○月○日

国土交通省関東地方整備局

長野国道事務所長　　小澤　知幸　殿

住　所　 〒○○○ー○○○○

○○県○○市○○番

代表者　 ○○○○株式会社

代表取締役社長

○　○　○　○

「R６－R８災害時における災害応急対策業務に関する協定」に参加したく技術資料を提出します。

なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと

並びに添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

問い合わせ先は下記のとおりです。

記

１．参加申請部門 ： Ⅰ．道路構造物関連　

（いずれかの部門） Ⅱ．道路構造物関連（造園工事実績）

Ⅲ．電気・機械設備関連

２．問い合わせ先

： ○　○　○　○

： ○○○本店○○部○○課

： ○○県○○市○○番

： ○○○－○○○－○○○○（代） ［（内）○○○○］

： ○○○－○○○－○○○○

： ○○○○○○．ｊｐ

３．本店等所在地

： ○　○　○　○

： ○○県○○市○○番

： ○○○－○○○－○○○○（代）

※注 ： 本店等所在地とは、一般競争（指名競争）参加資格審査申請書に記載した所在地。

［ １／○ ］

名 称

住 所

電 話 番 号

担 当 者 氏 名

担 当 者 所 属

住 所

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

Ｅ － ｍ ａ ｉ ｌ

印



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式１（赤字の記入例を消去して黒字で記入下さい。） （用紙Ａ４）

会社名　： ○○○○株式会社

●他機関と協定または契約を締結している場合は、下表にすべて記入すること。

●長野国道事務所からの協力要請が他機関からの要請と重なった場合の優先順位を記入すること。

通し
番号

優先
順位

名　　　　　　称 締結機関名 有効期間

○ 協　　定

契　　約

○ 協　　定

契　　約

協　　定

○ 契　　約

○ 協　　定

契　　約

協　　定

契　　約

協　　定

契　　約

　

●他機関からの協力要請が重なった場合であっても長野国道事務所に協力可能な理由及び体制を記載する。

　（上記で他機関等で協定又は契約を締結している場合に記載する。）

［ ○／○ ］

　（例）
・災害応急対策の協定を締結している○○市は当社本店の所在地であり、また○○市は主な請負先であることから、最
優先で人員・資機材の協力を行いたい。しかし、当社は長野県内○○地域の複数の協力会社と提携契約しており、当該
希望区間の協定締結に至った場合には、長野国道事務所に対して人員・資機材の投入を優先的に行うことが可能であ
る。

3 1 ○○○災害協定 ○○市 ○年○月まで

1 3 ○○○災害協定 ○○県 ○年○月まで

2 4 ○○○災害に関する契約 ○○市 ○年○月まで

R６－R８災害応急対策に関する協定又は契約の締結状況

協定・契約の別

2
<今回協定>
「災害時における災害応急対策業務
に関する協定」

長野国道事務所
<予定期間>
令和６年3月31日まで

※注） 実績として記載した協定書または契約書の写しを提出すること。
※注） 上表の協定・契約の別欄は、該当項目に「○」を記入すること。
※注） 上表に記載しきれない場合は、適宜挿入のこと。



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式２（赤字の記入例を消去して黒字で記入下さい。）

協力要請時に確保可能な建設機械等の状況

会社名　：　 ○○○○株式会社

●協力要請時に確保可能な建設機械等の保有及び手配状況を下表へ記入すること。

名　　　称 所有者 住　　　　　所

クレーン類 ﾎｲ-ﾙ式、○ｔ吊り 台 1 資機材置場② リース 長野県○○市○○町○ー○

トレーラー 大型，低床，○ｔ 台 2 資機材置場② リース 長野県○○市○○町○ー○

大型ダンプ ○ｔ 台 2 資機材置場① 自社 長野県○○市○○町○ー○

小型ダンプ ○ｔ 台 1 資機材置場① 自社 長野県○○市○○町○ー○

バックホウ ○ｍ３ 台 1 資機材置場① 自社 長野県○○市○○町○ー○

小型ブルドーザー ○ｔ級 台 1 資機材置場① 自社 長野県○○市○○町○ー○

ショベルローダー ○ｍ３ 台 1 資機材置場② リース 長野県○○市○○町○ー○

ガソリン レギュラー L 300 資機材置場③ 協定 長野県○○市○○町○ー○

軽油 － L 200 資機材置場③ 協定 長野県○○市○○町○ー○

［ ○／○ ］

建設機械等名称 規　　　格 単位 数　量
保　　管　　場　　所

※注） 保管場所の位置を別図（技術資料補足図面）を提出すること。
（別様式で提出する図面との兼用は可としますが、各様式に記載する番号等は統一して下さい。）

※注） 欄が不足する場合は適宜挿入のこと



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式３（赤字の記入例を消去して黒字で記入下さい。） （用紙Ａ４）

協力要請時の人員配置及び参集場所状況
会社名　：

●協力要請時に現場へ出動可能な人員を下表へ記入すること。

監督者
（技術者等）

作業員
人数
小計

参集場所① 本店 長野県○○市○○町 4 9 5 2 5 2 2 18

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
4 9 5 18

         

協力要請時に現場へ出動可能な「自社技術者」の資格保有状況を下表に記入すること。

１級土木施工管理技士
5

［ ○／○ ］

自社技術者の資格保有人数 2 7

○○○○株式会社

参集場所
勤務地区分

（本店、支店、
営業所、

住所
人員

オペレータ

合計

２級土木施工管理技士 計 備　　考

クレーン類

※注） 参集場所の位置を表示した別図（技術資料補足図面）を提出すること。

（別様式で提出する図面との兼用は可としますが、各様式に記載する番号等は統一して下さい。）

※注） 参集場所については、勤務地区分と住所が判別できるように記入するとともに、提出する別図（技術資料補足図面）と対比できる番号を記入されたい。

※注） オペレータの「資格区分」は該当する資格数を記入する。（１人で複数の資格があれば複数回答可）

（参考）

・クレーン類：ﾎｲｰﾙｸﾚｰﾝ、ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ等

・運搬機械：ﾀﾞﾝﾌﾟ、ﾄﾗｯｸ、ﾄﾚｰﾗｰ、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ、給油車等
・掘削機械：ﾊﾞｯｸﾎｳ、ｼｮﾍﾞﾙ、ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ等
・除雪機械：ｸﾞﾚｰﾀﾞｰ、除雪ﾛｰﾀﾘｰ等

※注） 欄が不足する場合は適宜挿入のこと。
※注） 参集場所が複数の場合は代表箇所を１箇所定める。

運搬 除雪資格区分掘削



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式４ （用紙Ａ４）

災害時における出動実績の状況

会社名　：　 ○○○○株式会社

　　　災害協定または契約による災害出動実績　： 　　　あり　　　　なし

災害出動実績がある場合は下表を記入すること。

番号 出動年月

1 ○年○月

地　 震

台風・大雨

大雪・凍害

その他（　　　　　　　）

2 ○年○月

地　 震

台風・大雨

大雪・凍害

その他（　　　　　　　）

3

地　 震

台風・大雨

大雪・凍害

その他（　　　　　　　）

4

地　 震

台風・大雨

大雪・凍害

その他（　　　　　　　）

※注）　平成２０年４月１日以降に災害協定または契約により災害時に出動したものを記入の対象
　　　　とする。
※注）　契約書または請書を添付すること。
※注）　上表の災害種別の欄は、該当項目をクリックし□内に点を記入されたい。なお、その他を選
　　　　択した場合は（　　）内に事象を記入すること。
※注）　上表に記載しきれない場合は、適宜行を挿入のこと。

［ ○／○ ］

○○国道事務所
　 平成○年○月の大雪の影響によ
り、国道○号の○○地区の除雪作
業応援に出動。

※注 ： どちらか一方に○印を付ける。

災害種別 協力した機関名 協　力　内　容

○○県○○事務所
○○市
○○区　　　　　　等

・震度○の地震が発生したため、県
道または市道の道路施設被害調査
のため出動。

注）について特に注

意してください

赤字部は「記入例」です



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式５（赤字の記入例を消去して黒字で記入下さい。） （用紙Ａ４）

工事の施工実績

会社名　： ○○○○株式会社

●工事の施工実績を下表へ記入すること。

工事名

発注機関名

施工場所

契約金額

工期

受注形態等

分野

工事内容

施工条件

　

［ ○／○ ］

工
事
概
要

一般土木、アスファルト舗装、維持修繕　　等

・土工　　　　　 ○○ｍ3
・排水工　　　　○○ｍ

夜間施工、渇水期施工、○○○と近接施工（離隔○ｍ）　等

工
事
名
称
等

○○○○○○工事 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号）

国土交通省　関東地方整備局　○○事務所　等

長野県○○市○○町地先～長野県○○市○○町地先

○○○，○○○，○○○円

平成○年○月○日～平成○年○月○日

単体　　／　　○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）

※注） 施工実績として記載した工事に係る契約書の写しを提出する。（工事名、契約金額、
工期、発注者、請負者の確認できる部分のみでよい。）。ただし、財団法人日本建設
情報総合センターの「工事実績情報サービス(CORINS)」に登録されている場合は、提
出する必要はない。この場合、記載する工事のＣＯＲＩＮＳの写しを提出する



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式６（赤字の記入例を消去して黒字で記入下さい。） （用紙Ａ４）

協定締結希望区間と希望理由

会社名　： ○○○○株式会社
●協定締結希望区間と希望理由を下表へ記入すること。（複数回答可）

路線番号
区間
番号

希望区間から
付近の参集場所迄

の直線距離

付近の
参集場所の住所

起点 長野県○○市○○町○－○（○○交差点）

終点 長野県○○市○○町○－○（○○交差点）

起点

終点

起点

終点

起点

終点

起点

終点

起点

終点

         

［ ○／○ ］

第４希望

第５希望

第２希望

第３希望

希望順位

希望区間

希望理由
地先名

（記載例）
第○希望

国道○号 5 約１ｋｍ
（参集場所①）

長野県○○市○○町

・付近に参集場所があるため
・過去に当該路線で工事を請負った実績があ
り、現地状況を把握しているため

第１希望

※注） 協定締結の希望区間（複数回答可）と希望理由を記載すること。
※注） 付近の参集場所から希望区間までの距離を別図（技術資料補足図面）に図示し提出すること。

（別様式で提出する図面との兼用は可としますが、各様式に記載する番号等は統一して下さい。）
※注） 欄が不足する場合は適宜挿入のこと。
※注） 希望区間から付近の参集場所迄の直線距離は、参集場所の代表箇所までの距離を記入する。
※注） 造園工事施工実績にて応募する場合の協定締結区間は希望区間を管理する出張所管理区間全体とする。



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式７（赤字の記入例を消去して黒字で記入下さい。） （用紙Ａ４）

協力要請時の人員配置及び参集場所状況
会社名　：

●協力要請時に現場へ出動可能な人員を下表へ記入すること。

監督者※
（技術者等）

作業員
人数
小計

①
技術士
（電気）

②
技術士
（機械）

③
建設業法
（電気）

④
建設業法
（機械）

⑤
電気工事
施工管理

参集場所① 本店 長野県○○市○○町 5 9 14 1 1 1 1 1
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
5 9 14 1 1 1 1 1

         

［ ○／○ ］

合計

○○○○株式会社

参集場所
勤務地区分

（本店、支店、
営業所、等）

住所

人員 ※左記に記入した監督者（技術者等）の資格区分

※注） 参集場所については、勤務地区分と住所が判別できるように記入する。

※注） 参集場所が複数ある場合は、番号を割振り記入すること。

※注） 監督者（技術者等）は保有する資格を資格区分に記入すること。（複数記入可）

（資格分類）

①技術士（電気電子部門又は総合技術監理部門（選択科目を「電気電子」とするものに限る。））

②技術士（機械部門又は総合技術監理部門（選択科目を「機械部門」とするものに限る。））
③建設業法第７条第２号イ、ロ、ハで定めるもので、イにあっては、電気工学又は電気通信工学に関する学科を修めた者

④建設業法第７条第２号イ、ロ、ハで定めるもので、イにあっては、建築学、機械工学又は電気工学に関する学科を修めた者
⑤１級又は２級電気工事施工管理技士の資格を有する者



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式８（赤字の記入例を消去して黒字で記入下さい。） （用紙Ａ４）

業務対応できる設備状況

会社名　： ○○○○株式会社

●業務対応できる設備状況を下表に「○」を記入すること。

番号 設備区分 設備名 対応可 不可

1 道路照明設備
道路照明設備、歩道橋照明設備
地下道照明設備、トンネル照明設備　等

○

2 道路情報設備
道路情報表示板、冠水表示板、
ラジオ再放送設備、路側放送設備　等

○

3 CCTV設備 ＣＣＴＶカメラ　等

4 受変電設備
高圧設備、低圧設備、
直流電源設備、非常発電設備　等

○

5 光ﾌｧｲﾊﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸ設備 光ﾌｧｲﾊﾞｰ回線　等 ○

6 多重無線通信設備
多重無線装置
短波無線電話装置　等

○

7 地下道監視設備 ＣＣＴＶカメラ、非常警報設備　等 ○

8 テレメータ設備
テレメータ観測局装置、雨雪量計、
気温計、風向風速計、
路面凍結検知装置　等

9 道路防災設備 通行止装置、融雪設備装置　等 ○

10 道路排水設備
道路排水設備、地下歩道排水設備、
非常発電設備、遠方監視装置　等

○

11 道路トンネル非常用設備
警報表示板、非常電話装置、
押ボタン式通報設備、消火栓、
消火ポンプ、消火器　等

○

12 共同溝附帯設備 排水設備、換気設備　等
13 非常用井戸設備 井戸ポンプ　等 ○

［ ○／○ ］

記入欄

※注） 各設備毎で記入欄の該当項目に「○」を記入すること。
【凡例】

・対応可 ： 損傷した設備の状態把握、応急復旧を行える。
・不可 ： 対応不可



技術資料 (記入例)    別添資料⑤

様式９（記入例を消去して記入下さい。）
凡例

希望区間

参集場所

資機材置場

第１希望区間：○（区間番号記載）

第２希望区間：○（区間番号記載）

「Ｒ６－R８災害時における災害応急対策業務に関する協定」（道路構造物関連）実施区間
区間図：技術資料補足図面（（例）○○建設（株））

大 糸線

中央 ・線

中 央・ 線

中央 ・線

19

国 道

1 9

国 道

2 0

国 道

20

国道

1 9

国 道

中 央 自動 車道

長 野自 動車 道

長 野自 動車 道

長野 自動 車 道

諏 訪 湖

高 出 （ 交 ）

吉 田 北 （ 交 ）

渚 １丁 目 （ 交 ）

木 戸 （ 交 ）

矢 の 口 （交 ）

諏 訪 南 I.C 入 口 （交 ）

11

19 5

17

198

189

富 士 見 （交 ）

下 蔦 木 （交 ）

中 央自 動 車道

中 央 ・線

至 甲・

190 17

17

485

484

196

197

425

152

183

40

142

143

25 4

147

403

2 0

国 道

1 9号 1 9 0 k p

1 9 号 20 0 k p

1 9号 22 0 k p

松 ・ － １

松 ・ － ２

野 尻湖

上 信越 自動 車 道

長 野自 動 車道

上 信越 自 動車 道

19

国 道

1 9

国 道

1 8

国 道

1 8

国 道

18

国道

18

国 道

1 8

国 道

18

国道

上信 越自 動車 道

上信 越自 動 車道

18

国 道

18

国 道

1 8

国 道

1 8

国道

碓井軽井沢

小諸IC

東部湯の丸IC

坂城IC

更埴I C

諏訪IC

塩尻IC

塩尻北IC

松・IC

豊科I C

麻積IC

信濃町IC

豊田飯山IC

・坂長野東IC

長野IC

佐久北IC

43

80

8 1

4

143

77

7 9

信越 ・線

信 越・ 線

長野新幹

線

152

14 6

176

144

141

し なの 鉄道

南 軽 井 沢 （交 ）

ア サ ・ サ ン ラ イ ン 入 口 （交 ）

平 原 （ 交 ）

佐久IC

1 8号 12 0 k p

1 9号 23 0 k p

1 9 号 2 4 0 k p

1 9 号 2 5 0 k p

1 9号 26 0 k p

上田菅平I C

信州中野IC

岡谷IC

諏訪南IC

西 原 （交 ）

常 田 （交 ）

大 屋 （交 ）

403

117

1 9

国 道

大 塚 （交 ）

西 尾 張 部 （交 ）

大 塚 南 （交 ）

杭 瀬 下 （ 交 ）

し なの 鉄 道

長野 新 幹線

406

40 6

117

403

37 2

新 町 － １

新 町 － ３

上 田 － １

上 田 － ２

上 田 － ３

上 田 － ６

上 田 － ７

長 野 － １

長 野 － １ ０

長 野 － １ １

上信 越自 動 車道

1 8 号 13 0 k p

1 8号 15 0 k p

1 8 号 1 4 0 k p

1 8 号 8 0 k p

馬 瀬 口 （交 ）

1 8 号 5 0 k p

1 8号 60 k p

大屋
牧家 平原 追分

1 8 号 10 0 k p

1 8 号 11 0 k p

1 8号 90 kp

上 田 － ５

上塩尻東

上 田 － ４

18号 7 0 k p

中 軽 井 沢 （交 ）

2 0号 17 0 k p

長 野 － ４

長 野 － ５

長 野 － ７

長 野 － ３

長 野 － ６

長 野 － ８

長 野 － ９

長 野 － ２

中御所 西尾張部

上沖

上 塩 尻 東 （ 交 ）

道㉝
L=9.0km

松 ・ － ４

松 ・ － ３
松 ・ － ５

松 ・ － ６

2 0 号 1 8 0 k p

岡 谷 － ４

岡 谷 － ５

岡 谷 － ８

坂 室 ト ン ネ ル （交 ）

茅 野 （交 ）

四 賀 桑 原 （ 交 ）

元 町 （交 ）

岡 谷 － １

岡 谷 － ２

岡 谷 － ３

富 士 見 峠 （交 ）
岡 谷 － ６

岡 谷 － ７

20号 1 9 0 k p

2 0 号 20 0 k p

大 社 通 り （ 交 ）

岡 谷 I .C（ 交 ）

岡 谷 － ９

2 0号 2 1 0 k p

松 ・ － ７

20 号 2 2 0 k p

平田
平瀬口

平 瀬 口 （ 交 ）

1 9 号 2 1 0 k p

（新山清路橋）

（道の駅 大岡前）

奈津女橋

笹平TN西

松本(出)

新 町 － ２

新 町 － ４

小

松

原

Ｔ

Ｎ

西

中部地整

飯田国道

注１．管内全域対象の設①（電気・機械設備）がある。

注２．造園工事施工実績にて応募する場合の協定区間は希望区間を管理する出張所管理区間全体。

注３．「あづみの公園」は、松本管内に含まれる。

新町

(出)

松本

(出) 岡谷(出)

長野(出)

上田(出)

長野

(出)
新町

(出)

中

部

横

断

自

動

車

道

(出)

高崎河

川国道

北陸地整

高田河川国道

甲府河川国道

道㉜-1 

L=2.9km

道㉜-2 

L=3.2km

道㉛
L=8.1km

道㉚
L=8.9km

道㉜-3 

L=3.2km

(諏訪BP)

道㉞ L=2.9km

(下諏訪岡谷BP)

道⑱
L=0.7km

(野尻BP)

道㉘
L=6.9km

(長野南BP)

大

塚

南

道⑪
L=2.8km

(坂更BP)

106.800k

p

104.050kp

治田小学校東

八幡上町

信濃町IC入口

道⑩
L=12.3km

(上田BP 上坂BP )

L=4.9km

(上坂BP)
L=7.4km

(上田

BP)

（道の駅「しなの」前）

155.340kp

154.640kp

飯島

中

河

原

北

大社通

り

高出

湖北TN南
20号BP入口

市境

小網 上塩尻東

（管理境）

151.770kp  古間

159.380kp

142.870kp  普光寺

136.050kp  浅野

127.100kp  柳原北

122.900kp  西尾張部

113.500kp  南長野運動公園

105.950kp  杭瀬下

道⑱ L=7.1km

道⑰ L=8.9km

道⑯ L=7.8km

道⑮
L=8.0km

道⑭-1 L=4.2km

道⑬
L=9.4km

道⑫ L=7.1km

佐久中佐都IC

佐久臼田IC

佐久穂IC

八千穂高原IC

15.500kp

22.400kp

道①

L=7.3km

道②

L=7.7km

道③

L=6.9km

道㉙
L=8.6km

道㉞

L=8.7km

道⑲
L=9.1km

道⑳
L=8.1k

m

（管理境）

道㉖
L=9.5km

道④

L=8.4km

235.800kp

226.060kp

198.200kp

207.940kp

216.700kp

道⑤

L=9.6km

道⑪

L=7.4km

道⑨

L=9.3km

道⑥

L=9.7km

道⑦

L=7.0km

道⑧

L=9.1km

道㉗
L=11.4km

道⑭-1
L=4.4km

池沢TN北

平瀬口

塔ノ原

道㉕
L=9.4km

道㉔
L=9.6km

道㉓
L=7.1km

道㉒
L=8.7km

道㉑
L=9.7km

高出

道⑭-2
L=2.3km

(長野東BP)

127.100kp  柳原北

県道372号交差部

県道５８

（例）資機材置き場①自社

（例）資機材置き場②リース会社

（例）資機材置き場③協力会社

（例）参集場所①本社


